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１．序
　日本の品質が危ないといわれるようになって久しい。事実，これを暗示する
かのように，ここ数年ソニーのリチウム電池の発火事故⑴や米国を中心とする
トヨタの大規模リコール⑵など日本を代表するメーカーの品質トラブルが相次
いだ。他方で，海外メーカーの品質面での追い上げも顕著になってきている。
その結果，自他ともに認める品質立国の維持・継承ももはや危ういとの観測も
広がりつつある。
　日本の品質神話が揺らぎ始めている背景はそれだけではない。じつは，わが
国の品質管理実践にはこの20年ほど目立った変化や革新は見られない。たしか
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⑴　当該事故は，製造プロセスでのミスが原因とされ，ソニー社製のリチウムイオン電池の供給先で
あるデル社ならびにアップルコンピュータ社などのノートブック型コンピュータが発火・発熱する
事態となり，バッテリー・パック約960万台にも及ぶ大規模リコールへと発展した。なお，当該リ
コールに伴うソニーの損失は800億円にのぼったと報道されている。なお，類似の品質事故は松下
電産（現パナソニック）なども巻き込んでその後拡大し，リコールの対象も携帯電話のバッテリー・
パックへと広がる勢いを見せた。
⑵　当該リコールは，2009年にアメリカ合衆国で米国でトヨタ車を運転中に発生した急加速事故によ
り，一家４人が死亡したことを契機として，2009年から2010年にかけて欧米および日本で実施され
た。日本のトップメーカーであり，かつ「品質の日本」を象徴する存在であったトヨタが引き起こ
した品質事故であっただけに，その衝撃は大きかった。
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に，TQC（total quality control）から TQM（total quality management）へ
と品質管理のスローガンは変わったものの，実質的には大きな変化はなく，単
なる看板の掛替えとの印象を免れない。換言すれば，ユーザーに対するきめ細
やかな対応が求められているこの時代にあって，多くのメーカーは相変わらず
工場内の品質の確保に奔走しているのが現実である。さらに，こうした事態に
追い打ちを掛けるように景気の低迷が続き，コストカットの波が品質管理の現
場にも容赦なく押し寄せてきているのである。
　もちろん，この現状に危機感を募らせる企業も少なくない。その論拠の一つ
が品質コストシステム導入企業の顕著な増加である。また，導入には至らない
までも，品質コストに関心を寄せる企業は年々確実に増加する勢いを見せてい
る。筆者らは，財団法人日本科学技術連盟の協力のもと，先進メーカー各社の
実務担当者を交えた「品質コストマネジメント研究部会」（筆者委員長）⑶を
2009年に設立し，わが国の品質コストマネジメントの普及を促進するための施
策の検討を行ってきた。その結果，わが国のメーカーのなかには品質コストに
対する顕著なニーズがある一方で，当該コスト情報を未だうまく活用できてい
ない実態が確認できた。
　本稿では，上記の研究会から得られた知見を踏まえつつ，はたして今後わが
国企業の品質管理実践は革新をとげることができるのか。また，その際，品質
コストはどのような役割を担うのかを考察していくことにするが，それは日本
のメーカーにおける品質コストシステム活用のあり方を根本から見直すことに
通ずるものであることを強調しておきたい。
─────────────────
⑶　本部会の委員は，梶原武久（神戸大学准教授），長沢伸也（早稲田大学教授）のほか，サンデン，
清水建設，積水化学，東芝，日本水産，富士通，富士ゼロックス各社の品質管理担当者である。
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Ⅱ　わが国の品質管理実践の革新を阻む諸要因
１．度重なる品質トラブルの背景
　冒頭でふれたように，日本を代表する大手メーカーの相次ぐ品質トラブル
は，品質立国を標榜してきたわが国にとって大きな打撃となった。しかし，品
質トラブルの増加は，けっしてここ数年だけの傾向ではない。わが国の品質管
理や品質保証体制の不備を懸念させる製品事故は2000年以前から続いており，
企業のみならず政府も危機感を募らせてきた。そんな折，2006年にパロマ工業
による一酸化炭素中毒事故⑷や家庭用シュレッダーによる幼児の手指切断事故
などが相次いで発生し，これを契機に重大製品事故報告・公表制度がスタート
した。ここで重大事故とは，死亡，全治30日以上の重傷，後遺障害，一酸化炭
素中毒，および火災を意味する。経済産業省によると，事業者から報告された
製品の重大事故は2007年に1,190件，2008年には1,412件にも昇る。しかも，報
告からリコールまでの日数も平均で57日もかかっており，メーカー側の対応の
遅れが指摘されてきた。
　リコールなどの抜本的な対応が遅れる背景にあるのはコストの壁であること
はいうまでもない。もちろん，コストを惜しんだばかりに後々不良品が市場に
大量に出回れば，回収コストの負担などで膨大な損失が出ることは経営者も十
分承知している。それでも，景気低迷が長引くなか，日本企業の生命線ともい
える品質管理・品質保証にも容赦なく予算カットの波が押し寄せ，いわば形振
り構わぬコストダウンが横行しているのも事実である。
　そんな日本をあざ笑うかのように，海外製の工業製品の品質にはここ数年劇
的な改善が認められる。とくに，韓国ほかアジア勢に限ってみれば，もともと
コスト面での優位さがあることにくわえて，品質面でも日本との格差がほとん
─────────────────
⑷　当該事故は，パロマ工業が1980～89年に製造・販売した機器により85年から2005年にかけて起
こったもので，死者21人，重軽症者36人にも及んだ。
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ど見なれなくなりつつあるとすれば，こうしたアジアの新興メーカーの快進撃
は日本にとって大きな脅威となるのは必至である。
　これを象徴するのが，米調査会社 J・D・パワー・アンド・アソシエイツが
毎年発表している初期品質調査（Initial Quality Study: IQS）である。この調
査は，各自動車メーカーの新車100台当たりの不具合指摘件数（PP）を比較し
たもので，米国の消費者が新車購入時に最も重視する指標の一つといわれてい
る。近年の IQS では，ポルシェとフォードの躍進にまず驚かされるが，韓国
の現代自動車の健闘ぶりにも目を見張るものがある。じつは，同社の不具合指
摘件数は2003年には143件で業界平均（133）を大きく上回っていた。ところが，
翌2004年に102件と改善されると，2007年に一時悪化はしたものの，その後は
安定した品質を維持し，2009年にはホンダを抜いて，ベストテンの４位にまで
食い込んだ⑸。
─────────────────
⑸　2012年の調査結果では，現代自動車のランクは19位（107件）で，業界平均（102件）以下に低下
した。他方，トヨタ（レクサス）は2011年に１位に返り咲いて以来，2012年もその地位を堅持した。
また，ホンダ，日産（インフィニティ）も堅調である。その意味では，日本の自動車の品質は依然
として世界最高水準にあるが，欧米各社との差は僅かである。
図表１　米国における各国ブランド車の新車100台あたりの不具合指摘件数の推移
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J・D・パワー・アンド・アソシエイツのプレスリリースをもとに作成。
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　現代自動車の品質がこのように飛躍的に改善したのは，かつての日本のメー
カーがそうであったように，たとえコスト高になっても，あるいは効率を犠牲
にしてでも品質を向上させて国際競争力を高めたいとする品質重視の経営戦略
が見え隠れしている。いうまでもなく，日本のメーカーが今更同じ戦略を掲げ
て新興勢力と勝負するのは得策ではない。とすれば，取りうる戦略は品質革新
を図りながら世界で戦えるコスト競争力をつける以外にはないということにな
る。その場合，品質管理も含めあらゆる場面で効率と費用対効果を追求するこ
とは，国際競争を勝ち抜くうえで成熟企業に求められる基本的な条件でもあ
る。そういう意味では，日本のメーカーは今まさに真のグローバル企業として
生き残れるかどうかの正念場に立たされているのである。
　そこで，あらためてわが国の工業製品の品質低下の背景にある問題の所在を
整理するなら，それらはおよそ２つの要因に集約することができよう。そのひ
とつは，長引く不況に伴うコストカットの負の影響であり，もうひとつはグ
ローバル化，とりわけ海外現地生産の拡大である。これに，他国の品質レベル
の向上という，いわば外的な要因が拍車を掛ける結果となった。
　まず，第一の要因に注目するなら，欧米企業に比べ，わが国のメーカーはお
しなべて低収益構造であるといわれてきた。すなわち，ボリュームで稼げた時
代はよかったが，品質管理のコストは概ね固定費であるために，ボリュームが
減るとどうしてもそこにコストカットのメスが向かいやすくなる。おまけに，
品質の改善は短期的には実現しにくいことから，品質管理に十分な資金が回ら
なくなっているのである。
　つぎに第二の要因に関していえば，海外生産が増えたことにより，日本的な
品質管理の理念や思想が現地組織や工場の隅々にまで伝わらなくなっているこ
とが問題の背景にある。日本でできたことが，海外ではどうしても実現できな
いと嘆く経営者は多いが，さりとて国内で生産したのでは採算が合わない。そ
の意味では，先の第一の要因と第二の要因は相互に絡み合っているということ
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もできよう。
　もっとも，上記二つの要因はじつは表面的なものにすぎないといえるかもし
れない。問題の深層にはより本質的な背景が潜んでおり，それこそがわが国の
品質管理実践の革新を阻んでいるのである。
２．日本的品質管理の光と影
　周知のように，80年代にわが国の工業製品は世界のマーケットを席巻し，
“Made in Japan”は世界最高品質の証であった。あれから30年余を過ぎようと
している現在にあっても，日本の多くのメーカーがこの成功体験を引きずって
いる。その結果，他国の追い上げに気づいていなかったり，その影響を過小に
評価している。あるいは，自分たちのやり方には問題はなく，いつの日かまた
あの時代が再現できると考えているのかもしれない。それは，けっして一部の
企業家や経営者だけでなく，われわれ国民も少なからずそんな想いに囚われて
いる。しかし，今の日本の現状を見る限り，それは幻想でしかない。もちろん，
幻想に終わらせない手だてもないわけではないが。
　いささか月並みな言い方だが，それはわが国のメーカーがこぞって効果的・
効率的な経営を行うということに尽きる。普通の企業なら当たり前のことが，
じつはできない日本企業が多い。これを象徴する事例が，TQCから TQMへ
の品質管理のスローガンの転換である。TQCは長い間，日本の品質管理を象
徴するキーワードとされてきた。しかし，1994年にトヨタがグループ各社をあ
げてTQMへと改名して以来，多くの日本企業がこれに追随した。TQMは，
Crosby（1979）によって米国で考案されたものだが，日本のTQCとは本質的
に異なるものであることを理解すべきである。
　TQMはゼロディフェクト（無欠陥）を目標としながらも，徹底して費用対
効果に優れた効率的な品質管理を目指す。TQCもゼロディフェクトを最終目
標とする点では同じだが，どちらかというと費用対効果や効率性の追求は二の
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次とされてきた。もちろん，TQCがわが国で台頭してきた60年代にあっては，
“Made in Japan”は粗悪品の代名詞であったから，そこからの脱却を目指すに
はそれでもよかった。むしろ，コストは二の次で品質の改善に努めたからこそ，
80年代に成功を収めることができたといっても過言ではない。
　しかし，いまはやみくもに品質を追求する時代ではない。くわえて，日本の
お家芸といわれてきたTQCも元を正せば GE社がそのルーツであり⑹，そこ
ではTQMと同様に費用対効果を重視する品質管理を目指していたはずであ
る。日本流にアレンジすることで得たものも多かったであろうが，他方で失っ
たものもあることを想起する必要がある。
　ここで，結論を先取りするなら，いまこそ日本のメーカーは本来のTQMを
実践すべきである。本稿の後半はそのための具体的な施策の検討に費やされる
ことになろう。もちろん，効率および費用対効果を重視した経営は単なるコス
トダウンとは根本的に異なるものである。なにより，それは日本企業がこれま
で標榜してきた品質重視の経営となんら矛盾するものではない。むしろ，費用
対効果を重視した経営を実現し，いわば最小のコストで最高の品質を確保する
手段が，ほかならぬTQMであるということである。
　そして，これを強力にサポートしてくれるのが品質コストである。TQMは
もとより，本家である GEにおけるTQCにおいても，ともに品質管理実践の
良否を占う重要なスケールとして品質コストは位置づけられてきた⑺。その意
味では，品質コストを組み込んだTQCあるいはTQMの実践は，これらの活
動の原点回帰にほかならない。
　それでは，品質コストに着目することで，先述の品質問題のどこが改善可能
となるのであろうか。品質コストは，品質管理や品質保証を実践するために不
可避的に発生するコストと，それらの活動が不備であったために発生する損失
─────────────────
⑹　くわしくは，Feigenbaum（1956, 1961）を参照されたい。
⑺　くわしくは，Crosby（1979）を参照されたい。
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を分類・集計・分析して，品質改善に向けた意思決定に役立つ各種の情報を提
供する。すなわち，品質管理や品質保証活動の費用対効果や効率を評価し，品
質の改善に役立つ適切な活動に経営資源を振り向けようというのである。当然
ながら，必要な活動に資金が集中できるから，コストの削減になるだけでなく，
過剰品質の抑制にもつながることになる。
　近年，日本の消費者の価値観も変貌・多様化し，一時のように，さまざまな
商品分野においてこだわりをもった顧客は総じて減少傾向にある。顧客の要求
を無視した品質の追求がもたらす顛末は，自動車と同様，韓国勢に大きくシェ
アを奪われてしまった感のある日本の家電業界の劣勢を見るまでもなく明らか
であろう。無駄な部分は削り，必要なところには大胆に資金を投入する，いわ
ばこの当たり前の経営を体現させてくれるのも，品質コストの魅力である。さ
らに，品質コストの推移や分布状況を分析することにより，重大な品質事故に
つながりかねない傾向を早期に察知し，的確な対処をうながすのも品質コスト
ならではといえよう。
　それだけではない。グローバル組織における品質管理では，組織やセクショ
ンの壁を越えて，組織成員に等しく互いの意思を伝えることのできる共通のス
ケールが必要である。もちろん，たんに共通な指標というだけなら，欠陥率や
直行率など，これまでにも多くの指標が活用されてきた。しかし，TQMの実
践にとって必要なKPI（key performance indicator）は，企業目的ないし目標
に直結した指標であり，それこそが品質と利益との関係をすべての組織成員に
等しく伝えることのできる共通のスケールとなりうるのである。そして，その
ためのスケールとなりうるのは品質コストをおいてほかにない。
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Ⅲ　わが国の品質コストマネジメントの現状と課題
１．失敗コスト偏重型の品質コストマネジメント
（1） 　わが国における品質コストマネジメントの普及状況と品質コストの手段
的特徴
　品質コストは，いわば品質管理および品質保証に関連する金銭的支出の総称
である。具体的には，品質トラブルを未然に防止し品質改善に向けた諸活動を
実践することによって生ずる予防コスト（prevention cost），品質検査や評価
に関連する評価コスト（appraisal cost），製品出荷以前に品質問題が発見され
た場合の処理に関わる内部失敗コスト（internal failure cost），製品出荷以後，
すなわち顧客の手に渡った後に品質問題が起こった場合の処理に関わる外部失
敗コスト（external failure cost）から構成される。なお，この分類法は各品質
コストの英語の頭文字をとって PAF法とよばれている。
　ともあれ，品質コストは，けっして新しい概念ではない。実際，それは半世
紀以上前に登場した経営ツールである。わが国でも，時代の節目でその有効性
がくりかえし議論されたものの，品質管理学界での反応は一貫して芳しいもの
ではなかった。それでも，品質コストの測定や分析を手掛ける企業は1990年あ
たりから確実に増大する傾向にあり，とくに近年顕著な拡大傾向が認められ
る。
　梶原（2008）の調査によれば，アンケートへの全回答企業366社のなかで，
PAF法に準拠した品質コストの集計を行っている企業が240社（65.57％）あ
る一方で，失敗コストのみを測定・報告の対象としている企業も相当数見られ
た。業種間ではばらつきが見られるものの，やはり電機機器，精密機器，ゴム
製品，鉄鋼など，自動車部品関連の業界で品質コストシステムの導入が進んで
いる傾向が読み取れる。
　じつは，日本の自動車関連のサプライヤー各社は，およそ1990年代の半ばご
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ろから欧米の自動車メーカーより品質コストの測定を要求されてきた経緯があ
る。また現在では，世界共通の品質規格であるTS16949⑻において，失敗コス
トを中心とした測定と解析が要求項目にあげられている。とはいえ，必ずしも
厳格な規定やチェックがあるわけではないので，品質コストの集計も形式的な
ものとなっているメーカーも多いのが実情である。
　こうした事例が物語るように，品質コストの測定・報告を行う企業が増加し
─────────────────
⑻　全業種対応の品質規格の世界標準である ISO9001の自動車業界版であり，当業界の特性に合わせ
て各種の具体的な要求項目が設定されている。
図表２　わが国企業における品質コストシステムの導入状況
業　　種 未測定
失敗コストの
み測定
適合品質コス
トのみ測定
PAF 法に準
拠して測定
合計
食品・たばこ 3 4 4 29 40社
繊維・衣料 3 4 0 4 11社
金属製品 0 8 0 7 15社
機械 2 6 1 28 37社
パルプ・紙 0 2 1 3 6社
化学 4 18 1 27 50社
医薬品 6 3 5 9 23社
ゴム製品 0 0 0 7 7社
ガラス・土石 1 2 0 10 13社
鉄鋼 2 4 0 10 16社
非鉄金属 0 2 0 2 4社
電気機器 2 15 0 50 67社
輸送用機械 1 9 0 26 36社
精密機械 0 4 0 17 21社
その他製品 3 6 0 11 20社
計 27社 87社 12社 240社 366社
出所　梶原（2008）をもとに作成。
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つつある一方で，その特徴を生かして，このスケールを十分に活用できている
企業はじつは少ないように思われる。そこで，あらためて品質コストというス
ケールの基本的な特徴について確認しておこう。
　まず，４つの品質コストのうち，予防コストと評価コストは，品質の改善あ
るいは維持に貢献するものであることから適合品質コスト（cost of confor-
mance quality）と総称される場合もある。これに対し，失敗コストは不適合
品質コスト（cost of non conformance quality）あるいは不良品質コスト（cost 
of poor quality）とも呼ばれ，いわば品質管理に不備があったために発生する
ので，本質に立ち返れば「利益を生むための犠牲」であるところのコストとは
いえない。というのも，それは利益の獲得になんら貢献することなく終わった
無駄な支出であるところの損失（ロス）であるからである。
　この損失には，「利益の負の代理変数」という側面もある。コストの削減は
必ずしも利益の向上に結びつくものではない。コストを惜しんだばかりに，品
質や機能の低下を招き，売上が落ち込んだといった例はいくらでもある。この
点，損失の低減は例外なく同額の利益の改善をもたらす。したがって，予防対
策や評価に的確にコストをかければ，損失が最小限に抑えられるだけでなく，
品質は改善され，その結果，利益業績も向上するという図式を描くことができ
る。
　もっとも，ことはそう簡単ではない。上述のような結果を得るためには，コ
ストと損失のちがいをきちんと理解するとともに，両者の因果連鎖を明確に掴
む必要がある。すなわち，どのような予防対策や評価がどの損失の低減に有効
かを分析し，前者が後者の低減に結びつくように，そのプロセスを効果的にマ
ネジメントしていくことがもとめられるのである。そうはいっても，品質管理
実践の現場にあっては，因果連鎖が複雑に絡み合い，これを正確に把握するの
は困難かもしれない。ただ，そのことは品質コストマネジメントを放棄する理
由とはならない。なぜなら，品質コストを測定することの意味はそれだけ大き
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いからである。
　もちろん，品質コストは集計しただけでは意味がない。その結果を品質改善
に生かすには，さまざまな分析が必要になる。なかでも，基本となるのは時系
列的にその発生額のトレンドを見ることである。この分析は，原理的には過去
と現在のコストレベルの単純な比較にすぎない，それでも適切に設計されたト
レンド分析は，品質改善計画に対して有用な情報を提供する。とくに，４つの
品質コストカテゴリー別，それらのカテゴリー内の主要費目別，製品別，工場
別，部門ないし事業部別，工程別などさまざまな切り口で分析してみることが
必要である。なお，分析にあたっては図表３に示すようなトレンドチャートが
用いられるのが一般的である。
図表３　質コスト・トレンドチャートの例
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　それでは，この分析からいったいなにが分かるのであろうか。まずは，過去
の品質管理の努力がきちんと効果をあげているかどうかを確認することができ
る。たとえば，予防コストや評価コストの投入額にほぼ比例して失敗コストの
減少傾向が認められれば，品質管理は有効に機能しているということになり，
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逆であれば，現在の予防対策や評価活動には問題があり，改善の余地があると
いうシグナルになる。
　とはいえ，この分析は全般的な傾向を掴むには有効だが，問題の特定やその
原因などを識別するには不向きである。また，この種の分析と並行して，売上
高対失敗コスト率や予防コスト対失敗コスト率などの比率分析も行われるが，
こちらも同様である。そこで，将来の品質改善計画の立案に有効な情報を引き
出すには，パレート分析などを別途行う必要がある。これはQC７つ道具⑼の
１つであるパレートチャートを使った分析と基本的には同じで，失敗コストの
大部分を発生させているごく限られた原因を識別してピンポイントでその是正
を目指すものある。さらに，各品質コスト項目の発生額と上記の分析の結果は，
品質コストレポートをつうじて，品質管理の実践部門ならびにトップマネジメ
ントに伝達されることになる。
（2）　品質コストシステムの導入効果
　およそ，以上が品質コストマネジメントの一般的な実践プロセスである。品
質コストを活用している欧米企業であれば，当たり前のように実践されている
この一連のプロセスが，じつはわが国のメーカーでは容易には実践できていな
い。予防コストが品質管理活動の実態に即して掴めないことがその主たる理由
である。それゆえに，品質コストの測定とはいっても，失敗コストの集計に終
始しているだけの企業が少なくない。図表２の調査結果で予防コストも含めて
品質コストを測定していると回答している企業のなかにも，実態はたんに品質
管理部門の人件費だけを集計しているところが大半を占めていると推測され
る⑽。
　そこには，わが国の品質管理実践に特有の背景が見え隠れしている。すなわ
─────────────────
⑼　現場の品質改善を実践するQCサークル等が活用する科学的手法を意味し，（1）層別，（2）パレー
ト図，（3）特性要因図，（4）ヒストグラム，（5）散布図，（6）チェックシート，（7）管理図の７つ
から構成される。
⑽　Cheah et al.（2011, p.411）は，類似のケースは海外企業にも見られることを示唆している。
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ち，品質管理および品質保証に関わる責任と権限が明確な欧米の企業に比べ，
組織を挙げて全員一丸となって品質改善に取り組む日本では，実態に即した形
での品質コストの測定は決して容易なことではないのである。たとえば，日本
の多くの工場では作業者はたんに製品を作るだけでなく，仕損品や不良品を後
工程に送らないように適宜これらを除去する権限と責任を与えられている。必
要とあれば，製造ラインを停止させることもできる。
　こうした作業慣行は，世界最高水準の品質の実現に大きく寄与してきたが，
その反面，品質コストの把握という点では阻害要因となる。なぜなら，作業者
はいわば製品の製造とともに品質予防・検査も同時にこなしていることになる
から，結果として彼らに支払われる人件費のなかから品質コストを分離するこ
とは困難となってしまうからである。それゆえに，わが国では実態に即した形
での予防コストや評価コストの測定はほぼ不可能（狩野，1976）⑾といわれて
きたし，これではトレンド分析やパレート分析もおぼつかない。他方，失敗コ
ストは仕損費や再加工費のほか，製品販売後に発生する諸経費も含めて容易に
集計が可能である。勢い，失敗コスト中心の品質コストマネジメントが遂行さ
れることになる。
　もちろん，それでも効果は期待できる。品質コストに限ったことではないが，
およそすべての測定システムは，データの収集と分析の方法，そしてその結果
の伝達の仕方をつうじて組織内のさまざまな階層の人々の行動や心理プロセス
に少なからず影響をもたらすものである。また，はじめからこうした影響を織
り込んでシステム構築が図られるケースもある。品質コストの測定に関して
も，その目的としてしばしば強調されるのは，品質改善に向けての注意喚起で
あり，上記の影響システムとしての貢献が織り込まれている。それは組織構成
員に品質管理活動の効果とその重要性を伝達し，この活動を実施するにあたっ
─────────────────
⑾　さらに，日本では品質コストの集計に関して会計部門の協力が得にくいことも問題の背景にある
との指摘がある（末尾，1990）。
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て，彼らに経営資源の効果的な配分を行うよう動機づけるという役割である。
　とくに，コストに代表される会計的スケールは，しばしば「ビジネスの言語」
とよばれる。それだけに，こうしたスケールを用いれば，経営上のさまざまな
問題について，組織構成員のだれもが，「利益業績に及ぼす影響」という同じ
観点のもとで議論することができる。もちろん，品質管理についても同様であ
る。じつは，多くの品質問題は，現場の人々は経験的かつ直感的に品質管理の
重要性を認識しつつも，トップマネジメントがそのことに気づいていなかった
り，その逆であったりといったことによって起こるものである。組織構成員全
員が共通のスケールのもとで品質改善の効果を展望することができれば，品質
トラブルは激減すると考えられる。
　事実，品質コストを導入した企業を訪問すると，以前は仕損や不良品が工場
内のあちらこちらに漠然と積まれていたが，失敗コストとしてそれらを金額換
算するようになってからは，作業者の意識が変わり，それらは所定の場所にき
ちんと置かれるようになり，数量および発生頻度も大きく減少したといった話
をよく聞く。こうした効果は，因果連鎖を明示的には示せない，いわばイン
フォーマルな結果といえるが，損失という金額的なスケールにおきかえるとい
う行為は，われわれの想像以上に効果を発揮するもののようである。したがっ
て，この種の効果をけっして過小評価してはならない。
　ただし，当該効果はまた持続しにくいことも想起すべきである。ある程度期
間が過ぎると組織構成員はそれが当たり前のように感じられ，効果は徐々に薄
れていく。だからこそ，インフォーマルな結果に頼るのではなく，継続的に効
果が得られるようにこれをフォーマルなシステムへと仕立てる必要があり，そ
れには失敗コストだけでなく，予防コストや評価コストの測定が不可避となる
のである。
　品質コストマネジメントのコアとなるアプローチは，適合品質コストと不適
合品質コストの因果関係の分析である。この因果関係は短期的にはトレードオ
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フ関係を示すが，長期的な視点で見ると，適合品質コストおよび不適合品質コ
スト内でもトレードオフが生じ，品質管理が効果的に実践されていけば，両者
はともに低減すると期待される。それゆえに，こうした結果を導き出すために
は，４つの品質コスト間にまたがるきめ細かい分析が必要となる。その意味で，
PAF法は品質コストシステムの根幹をなすものである。
　わが国では，PAF法はたんなる分類にすぎないとして軽視される傾向にあ
るが，されどそれは品質管理および品質保証に投下された資本とその結果であ
る利益（損失）との因果関係を追跡する上での必要不可欠な分析の「駒」とい
うことができる。それだけに，品質コストは失敗コストだけを追跡しても，品
質改善に向けての有効な指針を得ることはできず，予防コストや評価コストを
把握してはじめて，期待された効果を引き出すことができるのである。
２．機会損失の軽視
　品質コストの測定プロセスのみならず，その結果を報告する品質コストレ
ポートも，欧米企業のそれに比べると内容が単調であったり，責任部門および
報告対象セクションが限定されていたりといった傾向が，わが国の品質コスト
システム導入企業には見られる。くわえて，報告の頻度も少なく，レポート事
態が形骸化していると感じられるケースも少なくない。
　これにくわえて気がかりなのは，近年欧米の企業で見られるような品質コス
ト分類に即したレポートが，日本では皆無と思われることである。上記の分類
は，従来の PAF 法にくわえて，第五番目の品質コストとして，機会損失
（opportunity loss）を識別したものをいう。米国の場合，とくにシックスシグ
マ（six sigma）⑿実践企業ではこの機会損失がもっとも重要視されるが，日本
では，同じくシックスシグマ導入メーカー⒀にあっても，これを明示的に測定
しているところはないようだ。
　機会損失は機会原価（opportunity cost）と混同されることも多いが，本来
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は別物であることを強調しておきたい。なによりも機会原価は原価性を有する
が，機会損失は原価性をもたないのがその理由である。それではなぜ，両者は
混同されるのであろうか。
　機会原価の定義は，「ある代替案を選択した結果，断念される他の代替案か
ら得られたであろう利益のうち最大のもの」と定義される。この定義は，じつ
は機会損失にも概ねあてはまる。ただ，両者が発生する状況は全く異なってい
ることに留意すべきである。
　いま，A案，B案，C案の３つの投資案件があり，それぞれから得られると
期待されるリターンがA案100万円，B案80万円，C案60万円であったと仮定
する。A案が選択された場合は，80万が機会原価となるが，この80万円は実
際に発生するわけではなく，したがってA案のリターン100万円がその分だけ
減額されることはない。すなわち，機会原価はあくまでも代替案間の優劣を評
価するためだけに測定される。他方，機会損失はA案に代わって，B案ない
し C案が採択される場合に発生し，仮にB案が採択されたとすれば，100万円
－80万円＝20万円が機会損失となり，その分だけ本来であれば得られたであろ
うリターンが確実に減少する。換言すれば，機会損失とは，採択された代替案
よりも有利な代替案が存在するにもかかわらず，これを採択しなかった場合に
発生する損失ということができる。問題は，なぜ採択されなかったかというこ
とである。
─────────────────
⑿　シックスシグマは，米国のモトローラーで開発された品質改善アプローチであるが，むしろGE
社がこれによりめざましい品質改善実績をおさめたことで一躍有名になった。
　シグマ（s）とは，もともと標準偏差のことであり，品質のバラツキを示すスケールを意味し，
この値が高ければバラツキは小さいといえる。６sでは，じつに100万機会あたり3.4回の不良率と
いうレベルを意味する。
　なお，シックスシグマではシステムやプロセスに潜む問題を発見し，アクションを改善に結びつ
ける上で不可欠なスケールとして品質コスト（COPQ）が重視されるのが特徴である。くわしくは，
Harry & Schroeder（2000），Pande et al,（2000）および Juran et al.（2001）を参照されたい。
⒀　わが国では，1997年秋にソニーが世界規模でこれを導入したほか，東芝，日立マクセル，シマノ，
住友スリーエムなどで相次ぎ実践された。
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　多くの場合，機会損失は他に有利な代替案があることに気づかなかったり，
情報不足が原因で最善の意思決定が下せなかった場合に発生する。それゆえ，
機会損失を回避するには，情報の収集に注力する以外にない。現在でも，たと
えば品質問題が発生した場合，その処理や対応のためにダイレクトに発生する
コストとは別に，オーバータイム労働や物流・納期の遅れなどを集計している
企業は認められる。とはいえ，品質問題の結果としての顧客の離反や信用の失
墜等によってもたらされる将来の売上減および利益の喪失に関しては，残念な
がらこれらを正確に予測・見積もることは不可能であり，それゆえにいわゆる
隠れた品質コスト（hidden quality cost）の主要な構成要素とそれらは考えら
れてきた。
　一部には，仮に機会損失が測定できても，それが直ちに回避につながるもの
ではないとの見解もあろう。しかし，測定を通じて傾向が掴めればある程度の
信頼性をもって予測ができるようになり，回避につながる。他方，機会損失を
測定しようとしない限り，その存在に気づかないケースが圧倒的であろう。結
果，この損失を抑制するための対応が遅れ，さらに機会損失が膨らむという悪
循環に陥ると考えられる。
　欧米企業は，こうした事態を懸念して機会損失を見積もっている。前述のよ
うに，シックスシグマ実践企業においてはほぼ例外なく機会損失を含めた品質
コストレポートが作成されているが，これ以外にも，たとえば Cheah et 
al.（2011）がある実在の合板製造業における図表４のような事例⒁を紹介して
いる。
　この事例が示すように，機会損失はすべて非可視的，すなわち前述の隠れた
品質コストであり，事例の会社の場合，それは総売上高の約９％にのぼり，
─────────────────
⒁　この他，機会損失を加えた品質コストレポートの例については，Horngren et al.（2011, p.674）
を参照されたい。ただし，原著では“opportunity cost”と記述されており，アカデミックな世界
にあっても機会原価と機会損失が混同されている現実が垣間見られる。
354
41わが国の品質管理実践革新の可能性と品質コストが果たす役割に関する考察
PAF分類の総品質コストの1.6倍の金額にも達している。もちろん，機会損失
の割合は産業や企業によって異なるであろうが，Cheah et al. が示すケースは，
測定可能な品質コストはじつはほんの一部に過ぎない（Kume, 1985）とか，
品質コストの大部分は隠れたコストであり，それは測定可能なコストよりもは
るかに大きく（Wood, 2007），ときには３倍から10倍にもなる（Patty, 1997）
など，これまでくりかえし指摘されてきた議論の正当性を裏付けるものといえ
る。
　いずれにせよ，機会損失は「本来なら得られたであろう利益の喪失」を意味
図表４　機会損失を含む品質コストレポート（四半期）の例
品質コストの項目
可視的
COQ
非可視的
COQ
総 COQ
対売上高比
（％）
予防 38,557 38,557 0.95
評価 40,014 40,014 0.98
失敗 150,412 8,262 158,674 3.91
機会損失
　設備等の未活用 79,200 79,200 1.95
　過剰な段取り 13,800 13,800 0.39
　二重の切削 95,550 95,550 2.35
　機械の停止時間 9,625 9.625 0.24
　過剰在庫 16,122 16,122 0.40
　L/C 不一致に対する課税 ** 3,850 3,850 0.09
　売上の喪失と顧客の苦情 130,050 130,050 3.20
　　合計 228,983 356,459 585,442 14.42
対売上高比（％） 5.64 8.78 14.42
* 納品前の標準的な合板にくわえて，納品先で顧客の仕様に合わせて再度切削すること。
** 輸入信用状（L/C）で規定された条件との間に不一致がある場合に，課税されたり銀行から利子
を請求されたりすること。（注，筆者）
出所　Cheah et al.（2011），p.419
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することになるのだが，すべてが測定不可能というわけではない。Cheah et 
al. のケースでも，機会損失に含まれるすべて項目はそれぞれの条件のもとで，
合理的な見積がなされている。これは，個々の顧客の特定が困難な市販品を製
造するようなメーカーでは不可能とされる売上の喪失分についても同様だが，
それでも，PAF分類の他の品質コストに比べれば，集計値は推定の域をでる
ものではない。機会損失を PAF分類とは分離して集計せざるをえない最大の
理由もそこにある。くわえて，一般に機会損失の見積額は多額になる傾向があ
るため，このことも他の品質コスト項目と機会損失を分ける理由の一つとなっ
ている。さらに，欧米，とりわけ米国企業が機会損失の測定に拘るのには次の
ような背景もある。
　米国では，「測定できないものは管理できない」（you can’t manage what 
you can’t measure）⒂との格言がしばしば引用される。測定ないし見ようとし
なければ存在にすら気づかず，見過ごしてしまい，やがて大きなトラブルにみ
まわれる。他方，たとえ正確には掴めずとも，換言すれば，ぼやっとした輪郭
だけでも掴めていさえいれば，リスクを回避する道は開ける。見えないものを
見えないまま放置しておくことは，いわばマネジメントそのものを放棄したこ
とに等しいと米国のビジネスマンは考えているのである。
　他方，統計的品質管理を基本とするわが国では，正確な測定が望めないもの
は過小評価される傾向がある。目標としてはともかくも，日本企業が標榜して
やまないゼロディフェクトを実現することは現実には困難であろうし，そうで
あれば失敗コストは必ず発生していることになり，とりわけ外部失敗コストが
ある限りは，機会損失もまた存在していることを想起する必要がある。くわえ
て，昨今多発する品質問題を考えると，日本企業の品質管理もそろそろ発想の
転換が必要な時期に来ていると考えられる。
─────────────────
⒂　この格言の出所は定かではないが，Drucker（1993）が有力とされている。
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Ⅳ　利益を創出する品質管理への脱却
１．プロジェクトベースの品質コストマネジメントの展望
　これまでの考察を通じて，わが国の品質管理実践の現状に鑑みて品質コスト
マネジメントの２つの課題が明らかとなった。すなわち，（1）適合品質コスト
を絡めた分析ができるように，システムを整備する必要があるというのがそれ
であり，そのためには品質管理の実態に即した形で予防コストおよび評価コス
トを把握しようとする際の障害をいかにして取り除くかが鍵となる。さらに，
（2）将来の深刻な品質ドラブルを回避するうえからも，現状の品質レベルから
生じている機会損失をいかにして見積り，その結果を品質改善にどのように役
立てていくかということも重要な課題である。まずは，（1）の課題に即した検
討を試みることにする。
　内外を問わず，品質コストデータの基本的な活用法は，当該データのトレン
ドや分布状況から過去および現在の組織全体もしくは事業所・工場における品
質管理実践の良否ないし適否の評価を念頭におくものであった。しかしなが
ら，前述のように，わが国の品質管理の現状では，予防コストや評価コストが，
仮に把握・集計できたとしても，実態を反映したデータとはなっておらず，上
記の評価が適切には行えないばかりか，その結果をもとに実行可能な品質改善
計画を練ることもできない状況にある。とはいえ，測定が困難だからといって，
もとより品質管理の在り方そのものを変えるわけにはいかない。とすれば，品
質コストデータの集計の仕方や使い方を工夫する以外にはない。
　幸い，多くの企業で失敗コストはほぼ網羅的に把握されている。そうであれ
ば，どういう形であれ当該コストを削減するための改善プロジェクトは遂行さ
れていると考えられる。ただし，その際削減すべき失敗コストの項目をピンポ
イントで選択するとともに，削減目標を決め，それを実現するための具体的な
施策にまで踏み込んだ検討がなされることはほとんどない。予算の形で目標が
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設定されることはあっても，具体的な施策の検討と実施責任は現場に丸投げさ
られているケースが圧倒的である。このように，一部の部門に任せきりにせず
に，組織をあげて必要な改善施策を洗い出すとともに，実行に必要なコストを
見積もっていく努力が必要である。こうすれば，おのずと実態に即した形で予
防コストや評価コストが識別・集計できるようになる。当然ながら，ここでい
う予防コストおよび評価コストは組織全体での発生額を視野に置くものではな
く，品質改善に向けてこれから実践しようとする個々の施策に対応して把握さ
れるものである。換言すれば，上記の予防コストおよび評価コストをもとに組
織全体で実践する品質管理の費用対効果を判定することはできない。かわっ
て，それらは個別の品質改善プロジェクトの費用対効果を評価する場合にのみ
活用できる。
　このことは，従来の組織全体の過去および現在の品質管理実践の費用対効果
の評価を基本とする品質コストマネジメントから，将来を見据えて個別の品質
改善プロジェクトに主軸を置くそれへの転換を示唆している。より平たくいえ
ば，品質管理を投資として見直すことをそれは意味しているといえる。
　もっとも，投資である以上はリターンが求められてしかるべきである。品質
コストデータが集計されていれば，品質管理実践から得られるリターンは失敗
コストの低減額（同額の利益の獲得額）として把握される。他方で，投資であ
るからこそ，投資額を減らせば必然的にリターンは減少する。じつはそこが重
要なポイントで，品質コストマネジメントにおいては，品質とコストの二者関
係だけに注目するのではなく，その先にリターン，すなわち利益がどう変化す
るかを常に予測してプランを練ったり，行動することが求められる。このこと
は，プロジェクトベースで品質改善に取り組むかいなかにかかわらず，いかな
る品質コストマネジメントの実践場面においても必須の要件であったはずであ
る。しかしながら，従来は品質コストをきちんと測定し，またこれを適切に活
用する環境が整わなかったために，集計された品質コストデータもそれ本来の
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機能を十分に発揮することができなかったのである。
　こうした点を踏まえて敷衍するなら，品質コストが真に測定・評価しようと
するのは，品質管理実践に付随して発生するコストや損失そのものではない。
それらは品質コストシステムのアウトプットの一部ではあっても，すべてでは
ないのである。かわって，品質コストの本来の測定・評価対象は，リターン・
オン・クオリティ（return on quality：ROQ）⒃であることをここに強調して
おきたい。そうであれば，品質コストを導入し，適用しようとする際には，リ
ターンに対応する失敗コストの減少額だけではなく，投資額である予防コスト
や評価コストをもきちんと把握することが重要となるのである。
　ともあれ，プロジェクトベースの品質コストマネジメントでは，品質改善計
画の裏付けがあってこその予防コスト・評価コストであり，組織を挙げて取り
組んでいる現状の品質管理実践に付随して支出されているトータルコストを予
防コストおよび評価コストと考えるのは妥当ではない。とはいえ，経験を積め
ば実態に即した形でそれらのコストを把握することもできるようになり，組織
全体での品質管理実践の適否の評価も可能となってくるかもしれない。そうな
れば，わが国において品質コスト測定の技術的障害となっていた根本的問題も
解決へと向かうことになろう。
　なお，プロジェクトベースの品質コストマネジメントを実践するうえでは，
図表４に例示するような品質コストマトリックスが非常に有効なサポートツー
ルとなるものと期待できる。当該ツールの詳細は他の機会に譲るが⒄，それは
最適な品質改善計画の立案をサポートすることを意図したものである。この
ツールを活用すると，失敗コストを構成する各費目とその低減に寄与すると考
えられる予防施策や評価プロセスとの因果関係を評価することができ，損失の
削減に必要な資金を各施策およびプロセスに適正に配分することが可能とな
─────────────────
⒃　ROQは，Rust et al.（1994）によって提唱された概念である。
⒄　品質コストマトリックスの作成・分析方法の詳細については，伊藤（2005）を参照されたい。
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品　質　管　理 品質教育
???????? ???????
 ????
??? ????????
･
????
????????????? ?????? ?????????????
細目・原因
???????
????原料異常で廃棄金額 0 △0.3 △0.3 △0.3 △0.3 △0.3 ◎1.4
原料異常による調査対策費用 123 △0.2 △0.2 △0.2 △0.2 △0.2 ◎0.8
原料異常による手直し費用 0 △0.1 △0.1 △0.1 △0.1 △0.1 ◎0.3
????
製造技術の不備 181 △0.1 ○0.4 ○0.4 ○0.4 △0.1 ◎0.7 ◎0.7 ○0.4
ポカミス 81 ○0.4 ◎0.7 ○0.4 ○0.4 ○0.4 △0.1 ◎0.7 ◎0.7 ○0.4 ◎0.7
製造条件の不備 53 ○0.4 ◎0.6 ○0.4 ○0.4 ○0.4 △0.1 ◎0.6 ◎0.6 ○0.4 ◎0.6
設備の故障 19 ◎0.5 ○0.3 △0.1 ○0.3 △0.1 ◎0.5 ◎0.5 ○0.3 ◎0.5
不明 33 ○0.1 ◎0.2 ○0.1 ○0.1 △0.0 ◎0.2 ◎0.2 ○0.1 ◎0.2
その他 29 ○0.1 ◎0.2 ○0.1 ○0.1 △0.0 ◎0.2 ◎0.2 ○0.1 ◎0.2
????廃棄金額 0 ○0.3 ○0.3 ○0.3 ○0.3 △0.1 ○0.3 ◎0.4 ○0.3 ○0.3
手直し選別 7 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 ○0.2 ◎0.3 ○0.2 ○0.2
調査対策費用 15 ○0.3 ○0.3 ○0.3 ○0.3 △0.1 ○0.3 ◎0.4 ○0.3 ○0.3
外注異常の調査対策費 0
構内運搬異常による調査対策費 1 ○0.7 △0.2 ○0.7
??工程異常の調査費＆対応工数 1123 ◎0.9 ○0.5 ○0.5 △0.2 △0.2 ◎0.9 ◎0.9 ○0.5 ◎0.9
????設計変更費用 62 ○0.5 ○0.5 ○0.5 ○0.5 △0.2 △0.2
生産条件変更費用 0 ○0.4 ○0.4 ○0.4 ○0.4 ○0.4 △0.1 △0.1 ○0.4
小改善変更費用 0 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 △0.1 ○0.2
???????廃棄金額 0 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 ○0.2 △0.1 △0.1 ○0.2
手直し選別費用 16 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 ○0.2 △0.1 △0.1 ○0.2
代品製造費用など 0 ○0.1 ○0.1 ○0.1 ○0.1 ○0.1 ○0.1 △0.0 ○0.1 △0.0 △0.0 ○0.1
クレーム対応費用（調査対策） 609 ○0.4 ○0.4 ○0.4 ○0.4 ○0.4 ○0.4 △0.1 ○0.4 △0.1 △0.1 ○0.4
設計変更費用 0 ○0.3 ○0.3 ○0.3 ○0.3 ○0.3 ○0.3 △0.1 ○0.3 △0.1 △0.1 ○0.3
生産条件変更費用 15 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 ○0.2 △0.1 △0.1 ○0.2
損害補償費用 0 ○0.7 ○0.7 ○0.7 ○0.7 ○0.7 ○0.7 △0.2 ○0.7 △0.2 △0.2 ○0.7
⑤　予算ウエイト 2367 4.3 5.6 7.3 5.6 4.9 6.0 2.9 0.0 7.6 5.7 3.7 7.4 0.0 2.5
⑥　来期予算 507 659 851 662 577 704 335 0 892 667 436 870 0 295
年度実績 534 2546 122 0 399 12 1 2317 0
予算実績差異 -27 659 -1695 662 577 582 335 0 493 655 435 -1447 0 295
注）　・記号について＝各失敗コスト項目に対する予防・評価項目の寄与度の大きさ　５点／◎　３点／○　１点／△
出所　伊藤（2005），pp.144-145
図表５　品質コストマトリックスの例
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評　価　コ　ス　ト
??
??
??
?
??
??
?
??
????????
??
?
??
?? ????
???????????
DR 品質診断・監査 検　査 信頼性
?? ??????????????????????????? ??????????????????????? ??????????
○0.8 ○0.8 ◎1.4 ○0.8 4 0 4 16 7
○0.5 ○0.5 ◎0.8 ○0.5 3 20 3 9 4
○0.2 ○0.2 ◎0.3 ○0.2 2 0 2 4 2
0 0
◎0.7 ◎0.7 ○0.4 4 100 3 12 5
○0.4 ○0.4 ◎0.7 ○0.4 4 50 4 16 7
◎0.6 ○0.4 ◎0.6 ○0.4 ○0.4 4 20 4 16 7
○0.3 ○0.3 ○0.3 3 10 3 9 4
○0.1 2 20 2 4 2
○0.1 2 20 2 4 2
0 0
◎0.4 ○0.3 ○0.3 ○0.3 △0.1 3 0 3 9 4
◎0.3 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 2 0 3 6 3
◎0.4 ○0.3 ○0.3 ○0.3 △0.1 3 10 3 9 4
0 0
0 0 0
2 0 2 4 2
0 0
○0.5 ○0.5 △0.2 △0.2 4 900 4 16 7
0 0
0 0
◎0.8 ○0.5 ○0.5 3 50 3 9 4
○0.4 ○0.4 3 0 3 9 4
○0.2 ○0.2 2 0 2 4 2
0 0
◎0.4 △0.1 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 3 3 9 4
◎0.4 △0.1 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 3 3 9 4
◎0.2 △0.0 ○0.1 ○0.1 ○0.1 ○0.1 △0.0 2 2 4 2
◎0.7 △0.1 ○0.4 ○0.4 ○0.4 ○0.4 △0.1 4 4 16 7
◎0.5 △0.1 ○0.3 ○0.3 ○0.3 ○0.3 △0.1 3 4 12 5
◎0.4 △0.1 ○0.2 ○0.2 ○0.2 ○0.2 △0.1 3 3 9 4
◎1.1 △0.2 ○0.7 ○0.7 ○0.7 ○0.7 △0.2 5 5 25 10
10.4 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 2.3 2.5 5.7 3.2 6.4 0.0 2.7 1.8 100 絶対ウェイト計→ 240 100
1217 0 0 0 177 0 272 295 666 372 748 0 320 207 合計 11728
194 123 40 94 153 0 20 155 2840 1657 0 0 0 415 合計 11622
1023 -123 -40 -94 24.1 0 252 140 -2174 -1285 748 0 320 -208 合計
（ＸX製品の品質コストマトリックス）
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る。また，その作成プロセスには品質改善に寄与するさまざまなセクションの
人々が関わることになるから，従来の品質管理実践を超えた革新的なアイデア
が創出されることも期待できる。
　というのも，品質管理ならびに品質保証に従事する人々は，どのような活動
が品質改善に寄与するかを経験的に熟知していながらも，工程の複雑さや経営
環境の変化がもとで，組織全体をとおして個々の経験を生かせる場面は少ない
のが現実である。一人ひとりが入念に品質に気を配っていても品質問題が一向
になくならないのはそのためといえる。品質コストマトリックスを用いると，
その作成の過程で，個々の経験知が体系的に整理されるとともに，品質改善に
向けた情報および手段の共有が図られ，一体感も醸成されると期待できる。く
わえて，個々人の権限と責任も明確になることから，品質改善の実効性もアッ
プすると考えられる。
　かくして，品質コストマトリックスはプロジェクトベースの品質コストマネ
ジメントを強力にサポートするが，従来のアプローチからプロジェクトベース
へと転換することによって，じつは品質コストマトリックス自身もその効力を
より発揮できるようになると考えられる。
２．機会損失の経常的・継続的把握の必要性
　ROQは，失敗コストの削減額によって測定されるが，もとより機会損失を
見積っていない場合は，ROQも過小評価されてしまう可能性がある。すなわ
ち，レピュテーションや信用の失墜，さらにはその結果として将来の相当期間
に渡る利益の逸失額を見積もっておくことが，少なくともこれからの品質管理
実践においては不可避となろう。
　機会損失を推定することの目的は，第一に，品質問題の影響の大きさを組織
構成員に過不足なく伝達し，その防止に向けて彼らが適切な行動をとるように
促すことにある。第二に，失敗コストだけを追跡しているだけでは，品質問題
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の大きさに気づかず，対応が遅れる恐れがあるが，機会損失に関するデータを
得ることで，組織構成員の品質コスト情報への感度が高まり，品質コストはこ
れまで以上に重大な品質トラブルに対する早期警戒システムとして機能するよ
うになる。そして第三に，機会損失を加えることで，品質問題が回避された場
合に得られるROQは増大するため，品質管理の投資効果を品質コスト分析に
適正に反映させることができる。
　ともあれ，機会損失は，これが測定されない限り最初からなかったものとみ
なされてしまう。だが，失敗コストわけても外部失敗コストが発生している限
り，金額の多寡は別として，それは必ず発生しているものと考えなくてはなら
ない。ただ，レピュテーションや信用の失墜の結果生じる将来の利益の逸失額
に限っていえば，どれほどの機会損失が発生するかは，顧客が品質トラブルに
ついてどう知覚し，行動するかによって決まる。もちろん，これらを正しく予
測することは不可能であるから，機会損失の測定は推定値にとどまらざるをえ
ない。とはいえ，インターネットが広く普及し，掲示板やツイッターへの書き
込みが日常化している現在では，機会損失はますます肥大化する傾向にあるこ
とだけは認識しておかなくてはならない。
　品質コストを経常的に測定しているわが国のメーカーを訪ねてみると，失敗
コストの総額は売上高のせいぜい１％から５％に過ぎず，品質水準は欧米企業
に比べ概ね良好のように思える。というのも，欧米では，失敗コストは売上高
の10％から20％（IMA, 1991）や20％以上（McNealy, 1993）とも，また15％
から25％にも達する（Atkinson et al., 1991）ともいわれる。あるいは，総原価
のほぼ25％（Ravutz, 1991）とか，20％から40％にも達する（Maycock & 
Shaw, 1994）といった議論もある。だが，じつはこうした数値の背後には機会
損失の存在が意識されていることを想起すべきである。もちろん，機会損失の
把握が困難な事情は欧米企業とて同様であろうが，この困難を克服しようとす
るいくつかのアプローチも過去提案されてきている。たとえば，品質工学にお
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ける損失関数（loss function）を利用した推定を試みようとする提案（Berliner 
& Brimson, 1988, Albright & Ross, 1992, 1994, Fink et al., 1994）⒅のほか，近
年では現実的な見積のステップにまで言及するアプローチ（Krishnan, 2006）⒆
も台頭してきている。しかしながら，現実には，各社特有の推定に頼っている
のが現状のようであり，一部のメーカーでは利益の負の代理変数としての失敗
コストの特質を意識して，次のような簡便な見積法を利用いているところもあ
る。
　これは，外部失敗コスト（総額または明らかに自社製品のブランドイメージ
の失墜に繋がったと推測される品質トラブルの結果生じた部分）を，当該損失
を生みだした製品等のセグメントの平均的売上高利益率で除すことによって，
機会損失を計算しようというものである。すなわち，純然たる損失である外部
失敗コスト⒇は，同額の利益の減少を意味するから，この失われた利益を再び
得ようとするならいくらの売上高が必要かをそれは計算している。そのため，
所詮それは失われた売上高の推定であって，本来の機会損失，すなわち逸失利
益にはあたらないとの批判もあろう。しかし，市場における品質問題の顕在化
が顧客の購買行動に及ぼす影響は数年から，場合によって10年を超えることも
けっして珍しいことではない。この理由から，上記のアプローチでは逸失売上
─────────────────
⒅　ただし，このアプローチの測定の対象は機会損失全般ではなく，顧客が支払う品質コストおよび
顧客不満足による将来の逸失利益である。
⒆　彼のアプローチは次の６つのステップからなる。
①組織で起こっている失敗事象を識別する
②思いついた活動を上記の失敗事象に関連づける
③可視的な失敗コストと隠れた失敗コストを定量化する
④特定の失敗事象に対する隠れたコスト率（the hidden costs ratio: HCR）を定量化する
⑤さまざまな失敗事象に対してHCRを見積る
⑥隠れた失敗コストを定量化する
　ただし，HCRの算出方法等は示されておらず，具体的な推定プロセスをそこから展望すること
はできない。
⒇　内部失敗コストもその基本的な性格は損失であるが，これは状況に応じて原価性を有することも
ありうるので，外部失敗コストとは明確に区別される必要がある。
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高を文字通り売上ととらえるのではなく，失われた利益額と考えようというの
である。類似のアプローチは，じつはわが国のソニーや東芝でもシックスシグ
マの導入時に試行されたことがあったようである。しかし，推定の妥当性に関
して社内の合意を得ることができず，継続的な測定は断念される結果となっ
た。
　それでは，少なくともわが国の品質管理実践に従事する経営管理者が納得し
うるような機会損失の評価は不可能かというと，筆者はけっしてそうとは思わ
ない。手間暇はかかるが，たとえば実際に起こっている品質トラブルの結果，
自社がこれまで被ってきた損失や売上の喪失分等を評価し，データベース化し
てみるのもひとつの手であろう。また，たんに自社の品質問題のみならず，同
業他社で重大な品質問題が発生しているとすれば，その動向を注意深く分析し
てみるのも有効である。すなわち，他社の品質問題を対岸の火事とせずに，ま
ずは原因を明確化し，その上で自社で起こりうるケースかどうかを判断する。
自社では起こり得ないとすれば，それは何が幸いしているかを見極めることに
よって，差額原価が算定可能となる。別途，上記の品質問題によって他社が被っ
た損失額が明らかとなれば，損失額／差額原価によってROQが計算できる。
もちろん，分子の損失額は自社にとっては回避可能損失であることはいうまで
もない。そして，こうした分析を適時に行っていくことで，品質管理体制の不
備ないし問題点が浮き彫りになるものと期待できる。
　上記の過程で，仮に参照可能な品質トラブルが過去に存在しないような場合
でも，日頃から他社の品質管理体制と自社のそれとを比較検討していくことが
重要であろう。品質問題は生じていなくても，品質管理体制の差を両者の売上
高の推移と関連づけて分析することができれば，そこからROQを推定するこ
とも可能である。わが国のメーカーは同業他社の製品に対してテアダウン
（tear down）21を行い，情報の収集に努めているが，ハード面のみに注目する
のではなく，ソフト面での差異を分析することにも同様に努力を傾ける必要が
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あるのではないだろうか。
Ⅴ　要約と結論
　長引く不況の影響で，品質管理といえどもいまやコストカットの例外とは
いっていられない状況にある。品質管理は重要だが，さりとてこれを強化して
も売上が増えるわけではないといって憚らない経営者はけっして少なくない。
その反面，彼らは売上が伸びなくても，利益を増大させることは可能であるこ
とを忘れている。それは，他ならぬ品質管理によって実現可能となるのである。
　すなわち，品質管理が完璧であれば，それが利益を生むことはないが，完璧
な品質管理など，まさに夢物語であることはだれもが認識しているはずであ
る。他方，品質管理に不備があれば，確実に損失が発生する。ただ，多くの経
営者はそれに気づかないか，気づこうとしないだけの話である。仮に，この損
失が見える化できれば，彼らはことの重大さを認識することだろう。さらに付
言すれば，その損失が改善されれば，同額の利益が確保されることを想起すべ
きである。こうした問題意識に立脚し，本論では機会損失の推定の重要性とと
もに，品質コストというスケールを活用することで，品質管理がきわめて費用
対効果にすぐれた投資となりうることを論証してきた。
　品質コストは，品質管理が不備なためにどれだけの損失が生じているか。換
言すれば，どれだけの利益改善の余地があるかを組織の構成員に伝える共通な
スケールを提供する。ゆえに，品質コストを品質改善のスケールとして活用す
れば，品質管理それ自体も利益を生む体質へと変身することになるはずであ
る。本論において強調したかったことはまさにその点にある。
　品質コストというスケール，および当該スケールを活用して品質管理実践を
サポートする品質コストマネジメントに特徴的な上記の貢献は，わが国のみな
─────────────────
21　他社製品を分解して，自社製品との違いを品質，機能，コストなど様々な観点から解析するアプ
ローチを意味する。
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らず諸外国のそれにも共通するものである。他方，わが国の品質コストマネジ
メントには，適合的品質コスト測定に関する技術的障害ゆえに，失敗コストの
把握と分析に重点を置かざるをえないという特徴が別途指摘された。本論で
は，こうした特徴を許容しつつも，予防コストや評価コストの測定を強化する
必要性を説いた。すなわち，組織全体でのすべての品質管理実践をカバーする
ような形で適合的品質コストを詳細に測定することは困難である。そこで，特
定の失敗コストに的を絞り，その削減を目指した品質改善プロジェクトを推進
するための具体的な施策に対してコストを積み上げていくことで，品質管理実
践に即した予防コスト・評価コストの測定を行っていこうというものである。
これによって，プロジェクトベースではトレンド分析等が有効に機能するよう
になると考えられる。
　その一方で，組織全体の品質管理実践の適否や費用対効果の評価には上記の
アプローチは活用できない。その意味では，わが国の品質コストマネジメント
は今後も依然として失敗コストを中心とした分析に踏みとどまらざるをえない
かもしれない。しかしながら，失敗コストに注目しつつも，プロジェクトベー
スのアプローチを遂行することで，品質問題の原因と結果，あるいは改善施策
とその効果との因果連鎖が明確に掴めるようになる。そのことにより，品質コ
ストシステムは，品質管理上のリスクに対して，これをオペレーショナルにコ
ントロールする術を手にいれることができるようになるのではと期待できる。
もちろん，これに機会損失の推定が加われば，その効果はよりいっそう高まる
と考えられる。
　じつは，冒頭でふれた品質コスト検討委員会の議論においても，品質コスト
システムがさまざまな局面においてリスクマネジメント機能を発揮する可能性
を秘めているとの指摘が相次いだ。品質管理は，その本質において，品質に関
するリスクを軽減するものでなければならない。同様に，当該実践のサポート
ツールたる品質コストもまたリスクマネジメントに寄与するのは自明の理であ
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ろう。
　同時に，本論でくりかえし論じてきたように，品質管理はまた投資でなけれ
ばならない。とはいえ，それは売上の増大に直接寄与するわけではないので，
効果のほどは過小評価されがちだが，機会損失を加えてROQを分析してみる
と，品質管理に勝る投資はないことに多くの経営者は気づくことになるにちが
いない。もちろん，現実の品質管理実践のなかには，品質改善には寄与しない
無駄な投資額も相当額含まれていると考えられる。本論では検討してこなかっ
たが，じつは，こうした非付加価値コストの発見と除去もまた，品質コストに
課せられた重要な使命であることを最後に指摘しておきたい。
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